
資料３８－３ 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の
平成２３年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営
効率化等の報告について 

○報告の概要等 

（別添資料） 

  ・平成２３年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告について 
  （東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社） 
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① 経営効率化の推進（☞ ＮＴＴ東西、行政） 

 ○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小に 

  努めるため、以下を要望。 

  ■ NTT東西は、交付金の算定の前提としている、設備利用部門の   

   費用の経営効率化率（７％）の達成度合い（実績）を総務省に報 

   告すること。 

   ■ NTT東西は、携帯電話やＩＰ電話の普及、NTT東西の加入電 

   話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要因 

が基礎的電気通信役務収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報

告すること。 

    ■ 総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと 

   が必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果に 

   ついては、審議会に対し報告等を行うこと。 

 ② 基礎的電気通信役務の提供に係る情報の開示促進等（☞ ＮＴＴ東西） 

 ③ 利用者利益の最大化に向けた料金体系の継続的検討（☞ ＮＴＴ東西） 

■ 平成18年11月21日、情報通信審議会において、ユニバーサルサービス制度に係る交付金・負担金の額等について認可が適当とする答申。 

■ パブリックコメントにおける意見を踏まえ、同審議会は、要望事項として５項目を提示。 

■ これを受け、総務省は、ＮＴＴ東西等に対し、平成18年11月22日、行政指導を実施。 

審議会からの要望 

 ④ ユニバーサルサービス制度の見直し検討（☞ 行政） 

 ⑤ 利用者への（制度に関する）情報提供の徹底 
           （☞ 行政、支援機関、ＮＴＴ東西、負担事業者） 

     基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進 

  今回の交付金の算定は、ＮＴＴ東西において、設備利用部門の費用 

   について約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、 

   ＮＴＴ東西が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を 

   達成することが重要。 

 ■ NTT東西は、交付金の算定の前提としている、設備利用部門の  

  費用の経営効率化率（７％）の達成度合い（実績）を総務省に報 

  告すること。 

   

 ■ NTT東西は、携帯電話やIP電話の普及、NTT東・西の加入電 

     話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要 

      因が当該収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報告すること。 

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について（指導） 

１ 情報通信審議会答申（平成18年11月21日）における要望事項等 
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■ 料金請求コストの抑制 

■ Web受付の推進による効率化  等 

人員数の削減 

業務の集約・ 
アウトソーシング 
による効率化 

資産のスリム化 

その他 

■ H21実績      H22実績    H23実績 

     4.4万人        4.2万人      3.9万人 

   対前年    （▲ 0.2万人）  （▲ 0.3万人） 

※ＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計 

■ 料金請求コストの抑制 

■ Web受付の推進による効率化  等 

 

■ アウトソーシング会社の統合に伴う業務及び拠

点の集約による効率化 

■ Web受付センタの統合に伴う業務及び拠点の

集約による効率化   

■ H21実績      H22実績   H23実績  

    4.6万人        4.3万人       4.0万人   

   対前年    （▲ 0.3万人） （▲ 0.3万人） 

※ＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計 

 

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

■ 集約による空きスペースの貸付の推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コスト

の削減 

 

平成２３年度の実績 

■ 集約による空きスペースの貸付の推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コス

トの削減 

 

２ ユニバーサルサービスに係る設備利用部門の経営効率化の実績報告について① 

   ＮＴＴ東西ともに、平成２３年度は、設備利用部門について、７％を上回る経営効率化を達成。 

            ＮＴＴ東日本 ▲７．２％    ＮＴＴ西日本 ▲７．９％  

             【効率化施策】 人員数の削減、業務の集約・アウトソーシングによる効率化、資産のスリム化 等 

■ 料金業務の拠点集約 

■ １１６業務の拠点集約 
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【ＮＴＴ東日本】 

【ＮＴＴ西日本】 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

３ ユニバーサルサービスに係る設備利用部門の経営効率化の実績報告について② 

H23年度 H22年度 増減額 増減率 主な要因 

営業収益 306,202 337,377 ▲31,174 ▲9.2% ・携帯電話及び光ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減 

営業費用 365,069 396,836 ▲31,766 ▲8.0% 

（再）設備利用部門費用 120,485 129,880 ▲9,394 ▲7.2% ・注文受付及び取次ぎに係る費用の減 

営業利益 ▲58,866 ▲59,459 

H23年度 H22年度 増減額 増減率 主な要因 

営業収益 311,859 342,327 ▲30,467 ▲8.9% ・携帯電話及び光ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減 

営業費用 360,847 393,181 ▲32,334 ▲8.2% 

（再）設備利用部門費用 99,490 108,047 ▲8,557 ▲7.9% 
・注文受付及び取次ぎに係る費用の減 
・料金請求及び回収に係る費用の減 

営業利益 ▲48,987 ▲50,854 3 



ＮＴＴ東西ともに、ユニバーサルサービス収支の大宗を占める加入電話・基本料は、費用の減少幅と比べ、収益の減少幅が小幅に留まった 
ことにより、営業利益が改善。 
 

【収益】東西ともに、携帯電話及び光ＩＰ電話への移行等に伴う減少により、全体の収益は前年度に比べ減少【東：▲310億円（▲9.2％）
西：▲304億円（▲8.9％）】。 

 

【費用】東西ともに、設備管理部門コストの削減【東：▲223億円(▲8.5％)  西：▲237億円(▲8.4％)】や設備利用部門コストの削減
【東：▲94億円（▲7.2％） 西：▲85億円（▲7.9％）】により、全体の費用は前年度に比べ減少【東：▲317億円（▲8.1％） 
西：▲323億円（▲8.3％）】。 

 

【利益】上記の要因から、東西ともに営業利益は改善【東：＋７億円 西：＋19億円】。 

４ 市場環境の変化や競争の進展等が収支に及ぼした影響について（加入電話・基本料） 

4 

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

営業利益 

▲569億円 

営業利益 

▲562億円 

携帯電話 

光ＩＰ電話 

への移行等 

▲310億円 

設備管理部門 

コストの削減 

▲223億円 

設備利用部門 

コストの削減 

▲94億円 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ 

営業利益 

▲489億円 

営業利益 

▲470億円 

設備管理部門 

コストの削減 

▲237億円 

設備利用部門 

コストの削減 

▲85億円 

営業収益 

▲310億円の減 

営業費用 

▲317億円の減 

＋７億円の増益 ＋19億円の増益 

携帯電話 

光ＩＰ電話 

への移行等 

▲304億円 

営業収益 

▲304億円の減 

営業費用 

▲323億円の減 



100.6
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5,209

5,074 5,071 5,094
5,032

4,691

4,334

3,962

3,636

3,324

3,027

2,748

H12度末H13度末H14度末H15度末H16度末H17度末H18度末H19度末H20度末H21度末H22度末H23度末

年度 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 

加入者回線コスト 
（億円） 

5,888 

(▲5.7） 

5,389 

(▲8.5） 

4,838 

(▲10.2） 

4,463 

(▲7.7） 

4,146 

(▲7.1） 

施設保全費 
3,306 

(▲4.5） 

2,978 

(▲9.9） 

2,684 

(▲9.9） 

2,411 

(▲10.2） 

2,201 

(▲8.7） 

減価償却費 
1,457 

(▲7.3） 

1,323 

(▲9.2） 

1,109 

(▲16.2） 

1,046 

(▲5.6） 

999 

(▲4.6） 

その他 
（租税公課等） 

1,125 

(▲7.2） 

1,088 

(▲3.3） 

1,045 

(▲4.0） 

1,006 

(▲3.7） 

947 

(▲5.9） 

加入電話稼働回線数 
（万回線） 

4,148 

(▲8.1） 

3,799 

(▲8.4） 

3,480 

(▲8.4） 

3,175 

(▲8.7） 

2,890 

(▲9.0） 

加入系メタルケーブル 

稼働総延長（万km） 

102.9 

(0.3） 

103.1 

(0.3） 

103.3 

(0.2） 

103.2 

（▲0.1） 

103.3 

（0.1） 

○加入電話の契約数は、平成８年をピークに減少に転じ、近年では、年８％を超える割合で減少し続けている一方、契約者が利用して
いるメタルケーブルは容易に撤去できないため、その総延長は横這い。このような状況の中、ＮＴＴ東西では、経営効率化の取組み
等により、加入者回線コストの削減を図ってきたところ。 

 

○平成23年度の状況をみると、加入電話の契約数の対前年の減少率が▲9.0％であるのに対して、加入者回線コストの減少率は▲7.1％。 

 

○コスト減の要因は、施設保全費の効率化（対前年度▲8.7％減）、減価償却費の削減（対前年度▲4.6％減）が主で、それぞれ、別紙
のとおり、設備点検業務等の内製化による作業委託費の削減、新規投資の抑制の取組みによるもの。 

 

○ＮＴＴ東西には、加入者回線コストについて、今後も、経営効率化の継続的な取組みが期待されるところ。 

加入系メタルケーブル総延長 

及び加入電話契約数の推移 

加入電話の契約数 

メタルケーブルの総延長 

～ ～ ～ ～ 

100 

110 

5,000 

総延長 

（万ｋｍ） 
回線数 
（万回線） 

加入者回線コスト等の推移 

ユニバーサルサービスの提供に係る経営効率化の検証（加入者回線コスト） 

4,000 

５ 

5 カッコ内は前年度比（％） 
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2,000

2,500

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

H22 H23 

3,175万 

2,890万 

2,411億円 

2,201億円 

▲210億円 

（▲8.7％） 

▲286万 

（▲9.0％） 

（別紙）加入者回線コストに係る経営効率化施策の取組み状況について 

○加入系メタルケーブル投資額の抑制 ○加入者回線施設保全費の削減 

加入者回線施設保全費 

加入電話稼働回線数 

○下記の業務等において内製化
を推進し、作業委託費を削減 

 

  ・設備点検業務 

  ・ＤＢ整備業務 等 

H22 H23 

加入者回線減価償却費 

1,046億円 

▲48億円 

（▲4.6％） 

（億円） 

1,100 

1,200 

加入系メタルケーブル投資額の推移 

（億円） 

○ 新規投資を抑制し、最低限
のサービス維持投資を継続
したことにより、減価償却
費が減少。 

999億円 

1,000 

６ 
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